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「 消 費 者 安 心 戦 略 」 の 推 進
－経済社会情勢を踏まえ、消費者の安心・安全確保対策を強化 －

○経済金融情勢を踏まえつつ、生活関連物資等に係る物価動

向を注視する体制を強化する。また、公共料金改定や消費者
相談の充実に向けて適切な対応を確保する。
（消費の５割程度は生活必需品）

○成長戦略を踏まえ、市場における消費者と事業者の協働・
連携を支援すること等により、消費者の多様な好みやニーズ
を反映した市場の創出、消費の拡大・活性化を目指す。

○GDPの６割を占める消費の拡大は、経済成長に必要不可欠。 一方で、
多様な取引形態の出現や新たな食品・製品の増加の下で、消費者の
生命・身体や財産が脅かされるという不安が増大。

○このため、積極的な消費者被害防止対策の展開や、消費者被害回復
のための取組などを通じて、消費者の生命・身体・財産の安心・安全確
保に取り組む。

安倍内閣が「三本の矢」（いわゆるアベノミクス）を強力に推進する中、成長戦略「日本再興戦略」が目指す
「消費が増え、新たな投資を誘発するという好循環」の実現には、健全で活気と厚みのある消費市場の構築が
不可欠。このため、消費者の不安を払拭し、安心・安全を確保するための「消費者安心戦略」を積極的に推進。

「物価・消費市場関連
対策」の推進

「消費者安心・安全確保
対策」の推進

＜「物価関連対策」の推進＞
●物価モニター体制の強化
●公共料金改定の際の料金の適正性の確保
●消費生活相談員の一層の質向上と養成・確保

＜「消費者被害防止対策」の積極展開＞
●消費者教育の充実
●トラブルに遭うリスクの高い消費者（高齢者、被害経験者等）
を守る「地域ネットワーク」の構築や啓発活動等

＜生命・身体・財産の安心・安全確保＞
●食品表示の充実
●リコール情報の周知強化による事故再発防止
●悪質商法への厳正な取締りと消費者取引の適正化

＜「消費者被害回復」のための取組＞
●「消費者被害の集団的回復のための裁判手続」の構築を
始めとした消費者被害回復のための取組の充実

●地域における身近な消費生活相談体制の強化＜「消費市場関連対策」の推進＞
●消費者と事業者との協働支援
（商品企画・開発段階での消費者の参画、
食品ロスの削減等）

●リスクコミュニケーション、風評被害対策など



◎ 「消費者被害防止対策」の積極展開

２

背景（高齢消費者被害の実態）

・近年、高齢者の消費者被害については、その相談件数が高齢者の人口の伸び以上に増加しており、また、これまで被害に遭った高
齢者が再び狙われ被害に遭う「二次被害」も増加傾向にある（注１）。

・また、トラブルへの対応について、本人以外の者から相談が寄せられる場合が多く、被害に遭った高齢者本人が相談に行かないこ
とが多いため、アウトリーチ（訪問支援）等の積極的な見守り対策やサポートを講じることが必要（注２） 。

高齢者のトラブルは、周りの人からの相談が多い高齢者を中心に二次被害が増加

図１ 図２

図１及び図２の出典：「平成25年版消費者白書」

（注１）高齢者の消費者被害の増加については、加齢や認知症等の要因により判断力が低下しつつある人が増
加していることが背景として挙げられる。
なお、認知症高齢者については、認知症有病者数の約４４０万人と、ＭＣＩ（正常と認知症の中間状態）有病

者数の約３８０万人を併せると、約８２０万人と推計されている（平成２２年）。
出典：平成25年6月13日「社会保障制度改革国民会議事務局資料」

（注２）全国の警察は、投資詐欺等の犯行グループから押収した名簿（約１２０万人
分）を使って、名前の掲載されている高齢者に注意を呼びかける取組を実施し
ている。

地域で取り組む

「狙われ消費者防御作戦」（仮称）



３

消費者被害防止対策に関連する取組のスキームイメージ

各地域で消費者被害のリスクを分析した上で、トラブルに遭うリスクの高い消費者（高齢者や被害経験者等）を、
消費生活センターと地域の関係者がリスクの状況に応じて効果的・重点的に地域で見守る体制の拡充を推進。
その際、見守り等の効果分析に基づく取組内容の改善（ＰＤＣＡ）を促進。

取組の展開（イメージ）

◎ 被害防止対象者(ハイリスクの消費者)の特定

・被害に遭いやすい消費者の属性や被害内容を分析

・ＰＩＯ－ＮＥＴで得られる情報や、特商法執行機
関・警察等が有する情報や地域関係者からの情報
等を活用

◎ 「被害防止プログラム」の実施

・対象消費者のリスクに応じた手法により、地域の
関係者が連携して「見守り」と「消費者教育」を
効果的に組み合わせた個別プログラムを実施

・必要に応じ、通話録音装置等も活用

・被害の端緒が見られたら、消費生活センターへの
早期連絡。センターにて当該被害に対応の上、被
害拡大防止のため、関係者等に情報提供

◎ 取組の効果を検証

◎
検
証
結
果
を
取
組
内
容
に
反
映

消費生活センター
（地方自治体消費者

行政部局）

警察

地方自治体
福祉部局

地域の関係者が連携し、
対象のリスクに応じて

きめ細かく見守り等を実施

【地域段階】消費者被害防止ネットワーク

被害防止対象者

必要に応じ、通話録音装
置等も活用

消費者団体

関係機関地域関係者

福祉等関係者

商店等の
地域の事業者

自治会等

適正なルール作りを行い、
法執行等で入手した情報
も適切に活用

消費生活センターへ
の早期連絡・関与に
よる被害の未然防止
・抑制

特商法
執行機関等

※ 消費者庁からは、消費者教育推進会議の検討（消費者教育のための消費生活センターの拠点化、ネットワーク促進の
ためのコーディネーターの具体策）も踏まえ、消費者教育推進地域協議会（消費者教育推進法第20条）の設置に向けた
方策等を、各地での先進事例等とともに情報提供

福祉や介護等の既存の枠組や
消費者教育地域協議会に係る
繋がりを積極的に活用



消費者被害防止対策の先駆的取組及びスケジュール

４

１．これまでの取組
○ 平成１９年度～

・高齢消費者・障害消費者見守りネットワーク連絡協議会（年１回）

（全国規模の高齢福祉団体、障害者団体、消費者団体、関係省庁等）

○ 平成２１年度～

・地方消費者行政活性化基金による見守り体制作りの支援

● 平成２４年８月

・「消費者教育の推進に関する法律」制定（２４年１２月施行）

○ 平成２５年度

・高齢消費者の二次被害防止モデル事業

（電話見守り、通話録音等のモデル事業）

・地方消費者行政活性化基金のうち先駆的プログラム

（電話見守り、通話録音、自動電話遮断等の取組支援）

● 平成２５年６月

・「消費者教育の推進に関する基本的な方針」策定

（今後、各都道府県、市町村での消費者教育推進地方協議会の設置

及び消費者教育推進計画の策定を推進）

２．今後の取組
○● 平成２５年９月～

・「消費者被害防止対策」の在り方を検討
 関係省庁等とも議論
 消費生活相談員資格や地域の見守り体制に関する検討

○● 平成２６年度～
・ 「消費者被害防止対策」の見守り体制の拡充を推進
 地方消費者行政活性化基金を活用した先駆的取組の推進

注）○は見守り関係、●は消費者教育関係

スケジュール地域での先駆的取組

官民の連携により、地域全体で高齢者及び障害者等を見守り、消費者

被害を発見したときに迅速に対応できる体制を整備

・ネットワーク構成員（高齢者や障害者の周囲にいる方（消費者団体や

介護サービス事業者、金融機関等））は、高齢者等の被害を発見・予

見したとき等に、市町の消費生活相談窓口に通報

・市町消費生活相談窓口は、通報を受けて、助言、相談、あっせん等を

実施（県消費生活センターや地域包括支援センター等とも連携）

・民間登録団体数：３８１ （２４年７月２日時点）

※東予地方局、中予地方局においても同様の事業を展開

消費生活推進員が、被害の未然防止・早期発見のため、日常的に高齢

者・障害者の生活にかかわる団体・者と連携

・関係機関（地縁組織や介護事業者等）からの依頼を受けて、「消費生

活推進員」が訪問。相談内容に応じて、現場での助言や他機関の紹介、

消費者センター相談室への引継ぎ

・消費生活推進員は、地域での会合などでの“ミニ講座”を実施

・悪質事業者への指導・取締り、地域の見守り強化の観点から、北海道

警察とも連携

事例２）札幌市
消費者被害防止ネットワーク事業

事例１）愛媛県南予地方局
悪質商法被害防止のための南予地方局高齢者・障害者等
見守りネットワーク


